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はじめに 

 開成町の新庁舎の計画は 、町の特性を踏まえ、町民、議会、行政が一体となって練り

上げ、そしてこのような取組みをしっかりと受け止めた設計者の努力により さらに練り

上げられてきたことが、大きな特徴といえます。  

 このような特徴を踏まえ、これまで多くの人々によって練り上げられてきた設計を大

切に、そして今までに培っ てきた経験やノウハウを十分に発揮できる施工者にお願いし

たいとの思いから、町では、新庁舎の施工者選定に際しては、単に価格のみによって施

工者を決定する従来の方式を使用しないことにしました。  

 そして、開成町の新庁舎 建設にふさわしい施工者の選定方法について検討するため、

開成町新庁舎建設推進本部において、長期間の使用に耐えられる品質の良い建物とする

ことだけでなく、開成町新庁舎計画の理解や、５０年、１００年に１度の一大公共事業

となる新庁舎建設を町の経済発展やシンボル となること、日本初のＺＥＢ庁舎であると

いった視点をもとに検討が進められ、今回の工事については一括発注とし、本体工事の

施工者選定手法は、条件付き一般競争入札・総合評価落札方式を採用することとしまし

た。  

 総合評価方式の具体的な評価項目の検討や選考書類の評価については、専門的見地か

らの考察に加え、公平性・透明性を確保するため、複数の専門分野の委員で構成する「開

成町新庁舎建設施工者候補者選考委員会」を設置 することとしました 。  

 この報告書は、このように進められた新庁舎建設施工者候補者の選考結果の概要をま

とめたものです。  
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１．工事公告の概要  

 

 公告した工事の概要は以下のとおりである。  

工事名    開成町新庁舎建設工事  

工事場所  足柄上郡開成町延沢７７３番地  

業種  建築工事  

完成期限  契約確定日から２０１９年１１月２９日（金）まで  

工事概要  庁舎の新築  

構造  鉄筋 ｺﾝｸﾘｰﾄ造、一部鉄骨造  

延床面積  ３，８９１．３１㎡  

階数  地上３階  高さ１６．３９０ｍ  

 

上記の建設工事一式（電気、給排水、空調設備を含む）、及び地

上外構  

ただし、太陽光発電装置の工事は別途発注となります。  

なお、 本建 物の実 施設 計概要 版は 開成 町 ホーム ペー ジに掲 載し

ています。  

 

＊本件は「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（平

成１２ 年法 律第１ ０４ 号）に 基づ き分 別 解体等 及び 特定建 設資

材廃棄物の再資源化等の実施が義務づけられた工事です。  

予定価格  ２，５３４，７８１，６００円（消費税含む）  

低価格入札による  

履行確認調査  
低入札価格調査制度を適用する。  

 

 

            東側からの イメージパース  
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２．選考等の体制  

本事業の施工者（落札者）の募集及び選考にあたっては、外部の学識経験者で構成

する「開成町新庁舎建設施工者候補者選考委員会」（以下「 選考委員会」という。）を

設置して行った。  

 氏   名  所   属  専  門  分  野  

委員長  田辺
た な べ

 新一
し ん い ち

 早稲田大学  建築環境学  

職務代理  野部
の べ

 達夫
た つ お

 工学院大学  建築環境工学  

委員  大原
お お は ら

 一興
か ず お き

 横浜国立大学  都市計画・建築計画  

委員  奥津
お く つ

 孝一
こ う い ち

 ㈱奥津孝一設計センター  建築設計  

委員  黒川
く ろ か わ

 光
み つ

訓
の り

 神奈川県県西土木事務所  建築施工  
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３．落札候補者決定までの手順  

選考における手順は下記のとおりである。  

 

 

３月２ ６日  

 

 

  ４ 月５日  

 

 

 

  ４ 月１０ 日  

 

 

  ４ 月１０ 日  

 

 

 

 ４月 ２５日  

 

 

 ５月 ９日  

 

 

 

 ５月 ２２日  

 

                      ５月２８～６月 １２ 日  

                       

               選考書類 送付  

                       

                      ６月１３日  

 ６月 １３日  

               採点結果 を報告  

                

 

 

 

公  告  

参加確認申請書類

の提出締切  

参加資格の確認  

設計図書の配付  

質問期限  

質問期限  

応募締切  

応募書類の確認  

入札価格の開札  

落札候補者決定  

選考基準の検討  

各委員による選考

書類の個別評価  

委員会による選考

書類の採点  

総合評価値の  

算出・確認  

町  委員会  
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４．参加資格要件  

 本工事の参加者は、単体又は特定建設工事共同企業体（以下「共同企業体」という）

とし、参加資格要件は以下のとおりとした。  

 

（１）資格に関する事項  

①  開成町の競争入札参加資格（当該工事に係る業種）を有することについて町長の  

認定を受けている者であること。  

②  開成町が措置する指名停止期間中の者でないこと。また、建設業法に基づく営業  

停止処分期間中でないこと。  

③  現に有効な経営事項審査結果通知書（以下「経審」という）を受けている者であ  

ること。  

④  工事費内訳書（入札金額を積算したもの）を提出できるものであること。  

⑤  発注工種に係る建設業法第２６条の技術者を配置できる者であること。  

⑥  地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当する者でないこと。  

⑦  直近２年以内に銀行取引停止処分を受けている者でないこと。ただし、会社更生  

法又は民事再生法に基づく裁判所の更生 (再生 )手続の開始決定を受けた後、「①」  

の競争入札参加資格の再認定を受けた者を除く。  

⑧  ６か月以内に不渡手形又は不渡小切手を出している者でないこと。ただし、会社  

更生法又は民事再生法に基づく裁判所の更生（再生）手続の開始決定を受けた後、  

「①」の競争入札参加資格の再認定を受けた者を除く。  

⑨  債務不履行により所有する資産に対し、仮差押命令、差押命令、保全差押又は競  

売手続の開始決定がなされている者でないこと。  

⑩  警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるも  

のとして、発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこ  

と。  

⑪  事業税、消費税、地方消費税を滞納している者でないこと。  

⑫  かながわ電子入札共同システムを利用するために有効な電子証明書を取得してい  

ること。  

⑬  共同企業体は、代表者となる第１位構成員と第２構成員の２社または、第３位構  

成員も含めた３社で結成すること。構成員の出資比率は２社で結成する場合はそれ  

ぞれ１０分の３以上とし、３社で結成する場合は、それぞれ１０分の２以上とする。

また、代表者の出資比率は他の構成員の出資比率を上回る ものであること。  

⑭  連結財務諸表を作成する場合に含まれるグループ企業又は会社の代表権を有する  

人が同じである企業は重複して入札に参加することはできない。  

 

 入札に参加しようとする者の間に以下の基準のいずれかに該当する関係がないこと。  

・資本関係  

以下のいずれかに該当する２者の場合  
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ⅰ）親会社と子会社の関係にある場合  

ⅱ）親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合  

・人的関係  

以下のいずれかに該当する２者の場合  

ⅰ）一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合  

ⅱ）一方の会社の役員が、他方の会社の管財人を現に兼ねている場合  

・その他入札の適正さが阻害されると認められる場合  

その他上記と同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合  

⑮  対象 工 事 に 係 る設 計 業 務 の 受託 者 又 は 受 託者 と 資 本 若 しく は 人 事 面 にお い て 関

係がある者でないこと。  

⑯  単体企業で申請した場合は、共同企業体の構成員として申請はできない。  

（２）その他の参加要件に関する事項  

「工事別発注概要書の競争入札参加者の資格」欄に記載のとおり。  
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５．総合評価方式による 落札候補者決定方法  

 「（１）選考書類」と「（２）入札価格」をもとに「（３）総合評価値」を算出し、「総

合評価値」の最も高い者が落札候補者となる。それぞれの内容について以下に説明する。  

 

（１）選考書類  

   選考書類の分類・様式・点数は下表によるものとした。  

 

なお、選考書類を未提出の場合、または、白紙で提出した場合には、入札参加資

格を喪失する。したがって、その各項目における必要記載事項または提案事項が無

い場合でも必ず提出することとし、その場合には、「記載に該当する内容がありま

せん。」または、「記載に該当する提案がありません。」等の理由を各々の様式に記

載することとした。  

さらに、選考書類の各分類のうち、（ロ）において１つでも未提案のものがあっ

た場合には、当該分類の合計点は零点とすることにした。これは、相当な労力を費

やして提案書を作成した入札参加者が、未提出の者に価格だけの競争で逆転 される

ことがないようにするためである。  

（２）入札価格  

   入札はかながわ電子入札共同システムによる電子入札で行い、入札価格が記載さ

れた入札書は電子入札のサーバー内に格納され、選考書類の採点結果が出るま では

選考書類の分類  様式  点数  

（イ）基礎項目   

 

企業の技術力  工程管理に係る技術的所見  １  ２  

品質管理マネジメントシステムの取組状況  ２  １  

施工実績に関する調書  ３  ４  

企業姿勢  社会貢献に関する調書  ４  １  

女性活躍に関する調書  ５  ２  

環境マネジメントシステムの取組状況  ６  １  

地域業者の活用について  ７  ２  

工事状況の町民への公開方法について  ８  ３  

配置予定技術者の経験及び資格  ９  ４  

（ロ）提案項目  

 技術提案  施工管理（品質管理）の提案  １０  １０  

施工管理（安全管理）の提案  １１  ５  

発注者が指定した課題への提案  １２  ５  

加算点合計  ４０  
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開札できないように、厳重に管理された。  

（３）総合評価値の算出  

   総合評価値が最も高い者が落札者となる。  

   なお、総合評価値の最も高い者が２者以上ある場合、このうち入札価格が最も低

い者を落札候補者とする。  

また、入札価格も同額であった場合は、提案の評価分類で工事状況の町民への公

開方法についての評価が高い者を落札候補者とする。それでも順位が決定しない場

合には、当該者によるくじにより決定するものと した。  

なお、総合評価値は以下の方法で算出された。  

 

①  評価点の算出  

  応募書類審査の合格により標準点（１００点）を与え、さらに、応募書類のうち、

選考に係る書類の評価結果により算出した技術評価点を加えて、評価点を算出する。 

評価点＝標準点（１００点）＋技術評価点  

 

 ・標準点は１００点とし、技術評価点は４０点満点とする。  

 

②  入札価格の開札  

  入札は、インターネットを通じてか ながわ電子入札共同システムにより行わ れ、

評価点の算出が終了したあとで、町担当者が開札する。  

 

③  総合評価値の算出  

  １で算出した評価点と入札価格により、総合評価値を算出する。  

総合評価値＝評価点 /入札価格  

  

・総合評価値は、評価点を入札価格で除し、１０の８乗を乗じた上で小数点第４位

を四捨五入して求める。（例えば、総合評価値＝１．２１３４５２３４５８９・・・

の場合、１．２１３となる。）  

 

６．落札者決定までの経緯  

 落札者決定までの経緯は、以下の（１）から（６）のとおりである。  

 

（１）入札参加資格の確認  

   ２０１８年３月２６日から４月５日までの間、本入札の参加資格確認申請書類を

受け付けた結果、８者 から応募があった。申請書類をもとに、参加資格の確認を行

ったところ、６者が入札参加資格の基準を満たしていた。  

（２）総合評価方式による応募書類の受付  

   入札参加資格者６者 のうち５月２２日の応募締切までに６ 者の応募があった。  
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応募者符号  応募者名  

Ａ  株式会社  鴻池組  横浜支店  

Ｂ  株式会社  錢高組  横浜支店  

Ｃ  東急建設株式会社  横浜支店  

Ｄ  株式会社  熊谷組  横浜営業所  

Ｅ  前田建設工業株式会社  横浜営業所  

Ｆ  大成建設株式会社  横浜支店  

     ※応募者符号は、匿名で審査するため、応募順に記号として付与した。  

 

（３）選考書類採点前の事前審査（応募者の経営状況の確認）  

   選考書類の採点に先立ち、入札参加者６者 に「法人税納税証明書」、「法人税報告

書」、「有価証券報告書の写し」（有価証券報告書を作成していない場合は計算書類及

び事業報告書並びにこれらの付属明細書）の書類各３期分の提出を求め、経営状態

を確認した。  

   最初に「有価証券報告書の写し」（有価証券報告書を作成していない場合は計算書

類及び事業報告書並びにこれらの付属明細書）をもとに業務遂行能力を確認し、さ

らに「法人税納税証明書」と「法人税申請書の写し」を加味 して総合的に検討し、

経営状況の健全性を判断した。  

   その結果、入札参加者すべてにおいて経営状況は安定しており 問題が無いことが

確認された。  

    

（４）選考書類の採点  

   選考書類は匿名処理した上で各委員に送付し、６月１２日までの間、各委員が個

別に採点を行った。  

   各委員の採点を持ち寄り６月１３日に委員会を開催し、委員どうしの意見交換を

通じて、委員会としての採点を行った。（委員会での採点経過については、「７．項

目別評価結果」参照）。  

   選考書類の採点結果は次ページのとおり。  
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〈選考書類採点結果〉  

 

 

 

評価項目  Ａ  Ｂ  Ｃ  Ｄ  Ｅ  Ｆ  

（
イ
）

基
礎

項
目 

企
業
の

技
術

力 

（様式１）  

工程管理に係る技術的所見  
0 1.5 1 1 1 2 

（様式２）  

品質管理マネジメントシステムの  

取組状況  

1 1 1 1 1 1 

（様式３）  

施工実績に関する調書  
4 3 4 2 4 4 

企
業
姿

勢 

（様式４）  

社会貢献に関する調書  
1 1 1 1 1 1 

（様式５）  

女性活躍に関する調書  
2 2 2 2 2 2 

（様式６）  

環境マネジメントシステムの  

取組状況  

1 1 1 1 1 1 

（様式７）  

地域業者の活用について  
2 2 2 2 2 2 

（様式８）  

工事状況の町民への公開方法  

について  

1.5 1.8 1.5 1.6 1.9 2.0 

（様式９）  

配置予定技術者の経験及び資格  
3 4 3 4 4 4 

基礎項目加算点（２０点満点）  15.5 17.3 16.5 15.6 17.9 19.0 

（
ロ
）
提
案

項
目 

技
術
提

案 

（様式１０、１０－１）  

施工管理（品質管理）の提案  
3.1 5.1 4.1 4.5 5.4 7.6 

（様式１１、１１－１）  

施工管理（安全管理）の提案  
2.2 3.0 2.7 2.3 3.1 3.2 

（様式１２、１２－１）  

発注者が指定した課題への提案  
1.6 3.0 2.5 2.5 2.8 3.9 

提案項目合計加算点（２０点満点）  6.9 11.1 9.3 9.3 11.3 14.7 

技術評価点  22.4 28.4 25.8 24.9 29.2 33.7 
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（５）入札価格の開札  

   委員会での採点結果確定後、町行政推進部財務課にて、かながわ電子入札共同ス

テムにより入札価格を開札した。  

 

 〈開札結果〉  

応募者符号  応募者名  入札価格（消費税含まず）  

Ａ  株式会社  鴻池組  横浜支店  2,088,900,000  

Ｂ  株式会社  錢高組  横浜支店  2,305,000,000  

Ｃ  東急建設株式会社  横浜支店  2,251,600,000  

Ｄ  株式会社  熊谷組  横浜営業所  2,088,847,800  

Ｅ  前田建設工業株式会社  横浜営業所  2,108,000,000  

Ｆ  大成建設株式会社  横浜支店  2,113,000,000  

 

  開札の結果、本件入札公告の際予定価格をあらかじめ公表していたことなどから、

予定価格以上の入札はなかったものの、６者中３者が低入札価格調査基準価格以下

での入札が あった。なお、その入札のうち低入札価格調査制度における失格基準価

格を下回る失格はなかった。  

  同日に開成町低入札価格調査委員会を設置し、低入札価格調査基準価格以下で 入

札をした３者について、開成町低入札価格調査制度運用要綱（平成２３年開成町訓

令１７号）に基づき、当該入札金額について調査及び審査を実施した。  

なお、今回の落札者決定方法は、総合評価落札方式であるため、入札金額の有効性

のみ判断することとし、調査対象者に対して新たな 調査票の提出を求めることは行

わないこととした。  

   審査は、経営内容及び信用状況について応募書類提出時に提出された「経営状況

確認に関する書類」 により審査した。  

また、積算の妥当性について 入札とともに提出された「提出用内訳書」の内容を

確認し、過度のダンピングが行われていない かを調査した。  

  その他の項目については、今回の工事内容、会社の規模や所在地から 推測し判断

した。  

  審査の結果、今回の入札に対し金額の部分においては、全て有効とすることで調

査を終了した。  

 

（６）総合評価値  

   選考書類の評価結果（加算点）に、応募書類審査の合格をもって与えられる標準

点（１００点）を加えて「評価点」を算出した後、評価点を入札価格で除し、１０

の８乗を乗じた上で小数点４位を四捨五入して「総合評価値」を求めた 。  

総合評価値算出結果は次ページのとおり。  
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〈総合評価値算出結果〉  

応募者符号  Ａ社  Ｂ社  Ｃ社  Ｄ社  Ｅ社  Ｆ社  

応募者名  ㈱ 鴻 池 組  ㈱ 錢 高 組  東 急 建 設 ㈱  ㈱ 熊 谷 組  
前 田 建 設  

工 業 ㈱  
大 成 建 設 ㈱  

評価点  １２２．４  １２８．４  １２５．８  １２４．９  １２９．２  １３３．７  

入札価格（円） 2 , 0 8 8 , 9 0 0 , 0 0 0  2 , 3 0 5 , 0 0 0 , 0 0 0  2 , 2 5 1 , 6 0 0 , 0 0 0  2 , 0 8 8 , 8 4 7 , 8 0 0  2 , 1 0 8 , 0 0 0 , 0 0 0  2 , 1 1 3 , 0 0 0 , 0 0 0  

総合評価値  ５．８５９  ５．５７０  ５．５８７  ５．９７９  ６．１２９  ６．３２７  

順  位  ４  ６  ５  ３  ２  １  

 

 この結果、総合評価値の最も高かった 大成建設㈱  横浜支店 が落札候補者に決定 した。 
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７．項目別評価結果  

 ここからは、委員会が行った項目別評価結果について解説する。  

 選考委員は、匿名処理した選考書類に事 前に目を通し、各自が予備的な採点をした。  

６月１３日の委員会では 項目（様式１～１２）ごとに順次、各自の仮の採点に基づく

発言・意見交換と討論を行ったのち、全委員の合意によって各項目の評価を行った。  

 

（１）（イ）基礎項目 の評価結果について  

   本件工事は、開成町で稀に見る延床面積３ ,０００ ㎡を超える工事であり、環境省

の助成を受けることを予定しているため、 確かな技術力と経営体力 、適切な工程管

理を求めるため、入札参加条件を厳しく設定した。このように厳しい条件をクリア

した応募者であることを前提に、基礎項目の評価項目は、一般的な企業に求めるよ

りも厳しい評価基準が設定されている。  

 

①企業の技術力  

様式１  工程管理に係る技術的所見  

評価基 準  提出資 料  配  点  

本 件 工 事 の 工 程 管 理 が 適 切 で あ り 工 程 上 必 要 な 項 目 が 記 載 さ

れてい る。  

不要  

２点  

工程管 理が適 切で ある。  １．５ 点  

不適切 ではな いが 、一般 的な 事項の みの記 載とな ってい る。  １点  

不適切 である 。  ０点  

 

◆各社の書類内容  

Ａ社  Ｂ社  Ｃ社  Ｄ社  Ｅ社  Ｆ社  

■ 鉄 骨 製 作 可

能 期 を タ ー ゲ

ッ ト と し て 捉

え て い る 。  

■ 工 期 が 厳 守

で き る 手 法 を

講 じ る  

■ 内 部 工 事 の

品 質 確 保  

■ 月 に １ 回 の

プ ロ ジ ェ ク ト

会 議 開 催  

■ 早 期 発 注 を

行 い 工 程 に 支

障 が な い よ う

に 計 画  

■ 本 社 支 援 体

制 を 構 築  

■ Ｉ ｏ Ｔ マ ル

チ 型 計 測 器 に

よ り ク レ ー ム

発 生 抑 制  

■ ３ Ｄ Ｃ Ａ Ｄ

■ 取 り 合 い を

ス ム ー ズ に 施

工 す る 工 程 管

理  

■ 建 築 資 材 や

作 業 車 両 の 配

置 を 効 率 良 く

行 う た め Ｉ Ｏ

Ｔ 技 術 を 積 極

的 に 導 入  

■ 特 異 な 分 野

が 交 わ る た め

業 者 間 の 調 整

を 容 易 に す

■ 月 １ 回 の 工

程 調 整 会 議 を

実 施  

■ 工 事 ゲ ー ト

を 南 側 に ２ カ

所 設 置 す る こ

と で 第 三 者 災

害 の 防 止  

■ タ ワ ー ク レ

ー ン の 設 置  

■ 免 震 等 装 置

の 早 期 発 注 に

よ り 工 程 管 理  

■ 工 務 工 程 を

■ 管 理 工 程 表

に よ る 管 理 で

早 期 の 対 応  

■ 免 震 、鉄 骨 、

木 な ど の 製 作

物 の も の 決 め

工 程 を 明 記 し

工 期 の 遅 延 の

未 然 防 止  

■ 鉄 骨 な ど 工

程 上 重 要 な 時

期 を キ ー デ ー

ト と し て 設 定

し て 重 点 管 理

■ 想 定 す る 留

意 点 の 検 討  

■ 早 期 調 達 ・

早 期 予 約 に よ

る 独 自 ネ ッ ト

ワ ー ク シ ス テ

ム 利 用 に よ る

労 務 調 達  

■ 免 震 装 置 等

の マ イ ル ス ト

ー ン 管 理  

■ 事 前 試 験 や

ﾓ ｯ ｸ ｱ ｯ ﾌ ﾟ 確 認

を チ ェ ッ ク ポ
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に よ り 円 滑 な

現 場 施 工 を 行

う  

■ 免 震 上 部 基

礎 Ｐ ｃ ａ 化 に

よ る 工 期 短 縮

と 品 質 向 上  

■ 工 期 に 有 利

な 工 区 分 け  

■ 移 動 式 ク レ

ー ン に よ る 作

業 を 計 画  

■ 外 部 足 場 に

よ る 近 隣 周 辺

へ の 飛 散 防 止  

る 。  

■ 内 装 工 事 に

お い て 先 行 ル

ー ム を 作 成 し

確 認 し タ ブ レ

ッ ト を 用 い た

検 査 シ ス テ ム

の 導 入  

■ 週 休 ２ 日 制

等 先 駆 的 な 取

組 み  

■ 本 社 支 援 体

制 を 構 築  

■ 発 注 を ス ム

ー ズ に 行 い 工

事 を 開 始  

作 成 に よ り 工

程 管 理  

■ 山 留 機 械 を

２ 台 使 用 に よ

り 工 期 短 縮  

■ 工 事 ゲ ー ト

の 増 設 に よ る

工 期 短 縮  

■ ２ 工 区 分 割  

■ 仕 上 工 事 の

材 料 加 工 搬 入

に よ る 工 期 短

縮  

■ モ バ イ ル 端

末 を 活 用 し 、

デ ー タ の 一 元

管 理 ・ 共 有 で

作 業 効 率 を 高

め る 。  

し 確 実 に 工 程

管 理  

■ 本 支 店 の 支

援 体 制 の 構 築  

■ 各 種 申 請 や

近 隣 説 明 の 資

料 作 成 を 着 手  

■ 機 種 選 定 に

よ り 山 留 工 事

に よ る 遅 延 防

止  

■ 十 分 な 残 土

搬 出 車 両 の 確

保  

■ 躯 体 の 品 質

が 確 実 に 確 保

で き る 工 区 割

施 工  

■ 内 装 工 事 に

つ い て 詳 細 検

討 に よ る 施 工

手 順 の 確 立  

■ 検 査 期 間 を

十 分 確 保  

イ ン ト と し て

管 理  

■ ４ 週 ６ 閉 所

程 度 の 確 実 目

標  

■ Ｚ Ｅ Ｂ 助 成

に 関 す る 正 確

な 出 来 高 を 積

み 上 げ 算 定 し

年 度 ご と の 到

達 工 程 管 理  

■ 製 作 物 の 納

期 管 理  

■ 本 社 、支 店 、

技 術 セ ン タ ー

の 技 術 部 門 の

支 援 体 制 の 構

築  

■ 自 然 災 害 に

よ る 非 常 時 の

支 援 体 制 を 構

築  

◎委員会の評価  

 全体 の工程 は各 社とも 適切 に計画 されて おり、委 員会で は、確実 な工 程管理 を実 施 するた

めの各 種製作 物期 間や各 工程 による 技術的 所見に ついて 検討 が行わ れた 。特に 記載 さ れた重

要事項 などを 考慮 して評 価が 行われ た。  

 各社 の評価 を個 別にみ ると Ｂ社と Ｆ社 は 、ＺＥ Ｂに特 に必 要とな る試 運転調 整の 期 間をし

っかり ととら え記 載があ る点 で評価 が高か った。  

 また 、Ｆ 社は 、各 マイル スト ーンが うま く配置 されて いる 点や 、Ｚ ＥＢの 助成に 対 する工

程およ び記載 があ る点で 評価 が高か った。  

したが って、Ｆ社 のみが 満点 で、Ｂ社 が １ ．５点 、Ｃ 社、Ｄ社、Ｅ社 が１ ．０点 、Ａ 社は

０点と いう評 価と なった 。な お、評価 を相 対的に 比べた ため 、Ａ 社 は０ 点と なった が 、記載

された 工程が 一般 的な観 点か ら 不適 切とい うこと ではな い が 、ＺＥ Ｂに 関して の工 程 が記述

されて いなか った 。  
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様式２  品質管理マネジメントシステムの取組状況  

評価基 準  提出資 料  配  点  

本件公 告日時 点で 有効な ISO9001 の 認証を 受けて おり、 かつ 複

数回更 新して いる 。  登録証 の  

写し  

１点  

ISO9001 の認 証を受 けて いる。  ０．５ 点  

認証を 受けて いな い。  ０点  

 

◆各社の書類内容  

 全社ともＩＳＯ９００１の認証を受けており、かつ複数回更新している。  

◎委員会の評価  

 証明書類により基準を満たしていることを確認し、全社に満点の１点が与えられた。  

 

様式３  施工実績  

評価基 準  提出資 料  配  点  

公告日 までの 間に 、以下 の施 工実績 がすべ てある 。  

①  Ｚ ＥＢ（ゼ ロ・エネ ルギ ー・ビル） の 施工実 績があ る。若

しくは 施工中 であ る。  

②  Ｒ Ｃ造と Ｓ造 の混構 造の 施工実 績があ る。  

③  免 震構造 の新 築工事 の施 工実績 がある 。  

※ＺＥ Ｂにつ いて は実証 実験 棟など を含み 、建築物 のエネ ルギ

ー消費 性能の 表示 に関す る指 針に基 づき、省エネ 性能表 示に 関

する第 三者評 価を 実施し た建 物とし ます。  

施 工 実 績 を

証 明 す る 書

類の写 し  

４点  

公告日 までの 間に 、上記 の施 工実績 が２つ ある。  ２点  

公告日 までの 間に 、上記 の施 工実績 が１つ ある。  １点  

 

◆各社の書類内容  

Ａ社  Ｂ社  Ｃ社  Ｄ社  Ｅ社  Ｆ社  

３ 項 目 を 満 た

す 。  

２ 項 目 を 満 た

す 。 ま た 、 Ｚ

Ｅ Ｂ で は な い

が 省 エ ネ ビ ル

の 実 績 を 提

出 。  

３ 項 目 を 満 た

す 。  

２ 項 目 を 満 た

す 。  

３ 項 目 を 満 た

す 。  

３ 項 目 を 満 た

す 。  

◎委員会の評価  

 証明書類の内容を確認し、評価基準に基づいて自動的に評価された。  

なお、Ｂ社が提出した実績は、建築物省ＣＯ ２推進モデル事業に採択されていること

から１点を加点する評価となった。  
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②企業姿勢  

様式４  社会貢献  

評価基 準  提出資 料  配  点  

企業と しての 日常 的な社 会貢 献に十 分に取 り組ん でいる 。  社 会 貢 献 が

確 認 で き る

付 属 書 類 等

の写し  

１点  

社会貢 献への 取組 みがあ る程 度行わ れてい る。  ０．５ 点  

実績が ない。  ０点  

 

◆各社の書類内容  

Ａ社  Ｂ社  Ｃ社  Ｄ社  Ｅ社  Ｆ社  

① 大 阪 マ ラ ソ

ン ク リ ー ン

Ｕ Ｐ 作 戦 へ

の 取 組 み  

② 江 東 区 民 ま

つ り ボ ラ ン

テ ィ ア ス タ

ッ フ し て の

取 組 み  

③ 仮 囲 い ア ー

ト プ ロ ジ ェ

ク ト へ の 取

組 み  

① 社 会 福 祉 活

動 の 取 組 み  

② 地 域 社 会 ・

教 育 活 動 へ

の 取 組 み  

③ 環 境 活 動 の

へ の 取 組 み  

① 事 業 継 続 マ

ネ ジ メ ン ト

へ の 取 組 み  

② マ ザ ー ラ ン

ド ア カ デ ミ

ー 線 へ の 取

組 み  

③ リ レ ー フ ォ

ー ラ イ フ へ

の 取 組 み  

① 次 世 代 へ の

継 続 的 な 地

域 環 境 教 育

の 取 組 み  

② 地 域 環 境 活

動 を 実 施  

③ 森 林 保 全 活

動 へ の 取 組

み  

④ 環 境 に 関 す

る 表 彰 制 度

へ の 協 賛  

① 環 境 保 全 を

通 し た 社 会

貢 献 へ の 取

組 み  

② 防 災 ・ 災 害

支 援 を 通 じ

た 社 会 貢 献

へ の 取 組 み  

③ 地 域 コ ミ ュ

ニ ケ ー シ ョ

ン を 通 じ た

社 会 貢 献 へ

の 取 組 み  

① 学 術 研 究 支

援 へ の 取 組

み  

② 外 国 人 留 学

生 支 援 へ の

取 組 み  

③ 環 境 保 全 へ

の 取 組 み  

◎委員会の評価   

 各社それぞれの特徴があるものの、一般的な企業の取組みと比較すると、各社とも優

れた取組みをしていると考えられる。したがって全社に満点の１点が与えられた。  

 

様式５  女性活躍  

評価基 準  提出資 料  配  点  

他現場 の事例 を踏 まえ、今 回の 現場で の取 り組み が記載 され て

いる。  

女 性 活 躍 の

取 組 み が 確

認 で き る 付

属 書 類 の 写

し  

２点  

他現場 での取 り組 みが記 載さ れてい る。  １点  

取組実 績がな い。  ０点  

 

◆各社の書類内容  

Ａ社  Ｂ社  Ｃ社  Ｄ社  Ｅ社  Ｆ社  

① 女 性 が 働 き ① 女 性 専 用 ト ① 女 性 現 場 員 ① 女 性 社 員 の ① 女 性 が 働 き ① け ん せ つ 小
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や す い 設 備

等 の 整 備  

② 職 員 及 び 協

力 業 者 も 含

め て 女 性 が

働 き や す い

現 場 環 境 を

整 備  

③ 女 性 設 備 担

当 職 員 の 配

置  

イ レ の 設 置  

② 女 性 社 員 や

女 性 協 力 業

者 が 働 き や

す い ト イ レ

を 整 備  

③ 現 場 で 働 く

女 性 の 拡 充  

配 属 へ の 取

組 み  

② 女 性 が 働 き

や す い 環 境

整 備 へ の 取

組 み  

③ け ん せ つ 小

町 活 動 へ の

取 組 み  

配 置  

② 女 性 専 用 更

衣 室 ・ 女 性

専 用 ト イ レ

の 設 置  

③ ダ イ バ ー シ

テ ィ パ ト ロ

ー ル の 取 組

み  

④ エ リ ア 総 合

職 へ の 登 用  

⑤ け ん せ つ 小

町 活 躍 推 進

表 彰 優 秀 賞

受 賞  

や す い 現 場

環 境 向 上 の

取 組 み （ ハ

ー ド 面 の 取

組 ）  

② 女 性 が 働 き

や す い 「 し

く み づ く

り 」 の 取 組

み （ ソ フ ト

面 の 取 組 ）  

③ 女 性 技 術 者

育 成 の 取 組

み  

町 工 事 チ ー

ム を 結 成  

② 女 性 専 用 施

設 設 置 等 へ

の 取 組 み  

③ 女 性 社 員 が

活 用 で き る

環 境 づ く り

へ の 取 組 み  

◎委員会の評価  

 各社それぞれの特徴があるものの、一般的な企業の取組みと比較すると、各社とも優

れた取組みをしていると考えられる。したがって全社に満点の１点が与えられた。  

 

様式６  環境マネジメントの取組状況  

評価基 準  提出資 料  配  点  

本件公 告日時 点で 有効な ISO14001 の 認証 を受け ており 、か つ

複数回 更新し てい る。  

登 録 証 の 写

し  

１点  

ISO14001 の認 証を 受けて いる 。  ０．５ 点  

認証を 受けて いな い。  ０点  

 

◆各社の書類内容  

 全社ともＩＳＯ１４００１の認証を受けており、かつ複数回更新している。  

◎委員会の評価  

 証明書類により基準を満たしていることを確認し、全社に満点の１点が与えられた。  

 

様式７  地域業者の活用について  

評価基 準  提出資 料  配  点  

工事下 請負人 およ び建設 業以 外の業 務（業 務の委 託、物 品の購

入等） を２社 以上 西湘地 区内 業者に 発注す る。  
不要  ２点  
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工事下 請負人 およ び建設 業以 外の業 務（業 務の委 託、物 品の購

入等） を１社 以上 西湘地 区内 業者に 発注す る。  
１点  

下請負 人等を 西湘 地区か ら選 定しな い。  ０点  

 

◆各社の書類内容  

Ａ社  Ｂ社  Ｃ社  Ｄ社  Ｅ社  Ｆ社  

建 設 業 ２ 社  

建 設 関 連 業 者

 ２ 社  

建 設 業 ２ 社  

建 設 関 連 業 者

１ 社  

地 域 業 者 １ 社  

建 設 業 ２ 社  

建 設 関 連 業 者  

２ 社  

建 設 業 ２ 社  

建 設 関 連 業 者  

２ 社  

建 設 業 ２ 社  

建 設 関 連 業 者  

２ 社  

建 設 業 ３ 社  

建 設 関 連 業 者  

１ 社  

◎委員会の評価  

 書類の内容を確認し、評価基準に基づいて自動的に評価された。  

 

様式８  工事状況の町民への公開方法について  

評価基 準  提出資 料  配  点  

町民か ら寄せ られ る関心 に応 えられ、実現 的で具 体的な 提案 内

容とな ってい るか 。  
実施事 例  

３点  

十分な 提案が なさ れてい ない 。  ０点  

 

◆各社の提案内容  

Ａ社  Ｂ社  Ｃ社  Ｄ社  Ｅ社  Ｆ社  

① 仮 囲 い に Ｌ

Ｅ Ｄ 掲 示 板  

② 現 場 見 学 会  

③ イ ベ ン ト 会

場 に 展 示 場 所

を 設 け る  

④ ホ ー ム ペ ー

ジ 開 設  

⑤ Ｑ Ｒ コ ー ド

に よ る サ イ ト

ア ク セ ス 情 報

公 開  

① ホ ー ム ペ ー

ジ 開 設  

② 現 場 見 学 会  

③ デ ジ タ ル サ

イ ネ ー ジ 利 用  

④ 見 守 り 窓 設

置  

⑤ 工 事 か わ ら

版 の 回 覧 及 び

掲 示  

① ホ ー ム ペ ー

ジ と ブ ロ グ 開

設  

② 電 子 掲 示 板

の 活 用 と パ ネ

ル を ギ ャ ラ リ

ー と し て 活 用  

③ 窓 付 き パ ネ

ル 設 置 と 定 点

カ メ ラ  

④ 現 場 見 学 会  

⑤ 現 場 か わ ら

版 の 発 行  

① 工 事 展 示 室

の 設 置  

② Ｗ Ｅ Ｂ カ メ

ラ の 設 置  

③ デ ジ タ ル サ

イ ネ ー ジ の 設

置  

④ 工 事 だ よ り

を 発 刊  

⑤ 現 場 見 学 会

の 開 催  

① ホ ー ム ペ ー

ジ 開 設  

② 現 場 か わ ら

版 の 配 布  

③ 透 明 パ ネ ル

の 採 用  

④ 現 場 見 学 会  

⑤ 地 元 イ ベ ン

ト へ の 参 加  

 

① 仮 囲 い に 新

庁 舎 Ｐ Ｒ コ ー

ナ ー 設 置  

② デ ジ タ ル サ

イ ネ ー ジ 設 置  

③ Ｗ Ｅ Ｂ サ イ

ト 開 設  

④ 広 報 誌 に よ

る 紙 面 で の 情

報 公 開  

⑤ 現 場 見 学 会  

◎委員会の評価  

 各社の提案において、内容、理由、実施方法、実施事例等を評価した。それぞれの特
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徴があるものの、一般的にみて標準以上であるとの評価を受けた。 各社の提案を分類し

同類のものがある場合は比較評価を、また分類できないものは個別に評価を行った。  

そのなかでも特に特色ある提案が見られる項目については、各社とも優れた取組みを

していると考えられる。  

１つの提案に対し評価を１０点満点とした。 したがって ５つ提案を求めたため、 提案

合計点数は５０点満点となる。  

 評価はＡ社：24.5/50、Ｂ社：30.5/50、Ｃ社：25.5/50、Ｄ社：27.0/50、Ｅ社：31.5/50、

Ｆ社：32.5/50 となり配点３にそれぞれの評価を乗じて小数点以下２位を四捨五入し、1

位止めとした。  

 

様式９  配置予定技術者について  

評価基 準  提出資 料  配  点  

基準を 満たす 技術 者の配 置が 有る。  施 工 経 験 を

証 明 す る 書

類の写 し  

４点  

基準を 満たす 技術 者の配 置予 定が無 い。  ０点  

 

◆各社の提案内容  

Ａ社  Ｂ社  Ｃ社  Ｄ社  Ｅ社  Ｆ社  

基 準 を ２ 満 た

す 技 術 者 １ 名  

基 準 を １ 満 た

す 技 術 者 １ 名  

基 準 を ２ 満 た

す 技 術 者 ２ 名  

基 準 を ２ 満 た

す 技 術 者 １ 名  

基 準 を １ 満 た

す 技 術 者 １ 名  

基 準 を ２ 満 た

す 技 術 者 ２ 名  

基 準 を ２ 満 た

す 技 術 者 ２ 名  

基 準 を ２ 満 た

す 技 術 者 ２ 名  

◎委員会の評価  

 証明書類の内容を確認し、評価基準に基づいて自動的に評価された。  

 

（２）（イ）基礎項目 の評価における段階評価について  

   提出された応募書類のうち（イ）基礎項目の「ア．企業の技術能力」「イ．企業姿

勢」の項目について評価を行い、評価値合計を確認した。  

 

〈評価値算出結果〉  

Ａ社  Ｂ社  Ｃ社  Ｄ社  Ｅ社  Ｆ社  

１ ５ ．５ /２ ０  １ ７ ．３ /２ ０  １ ６ ．５ /２ ０  １ ５ ．６ /２ ０  １ ７ ．９ /２ ０  １ ９ ．０ /２ ０  

 

 

（３）（ロ）提案項目 の評価について  

   開成町新庁舎の工事を円滑に進め、品質を高めるとともに、周辺環境や安全対策、

町の庁舎の特徴でもあるＺＥＢ化するための要求性能を確実に実施し、効果を検証

するため品質確保、品質向上に資する提案を求める。なお、本件では、既に実施設
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計図面が完成し、ＢＥＬＳにおいて第三者評価も獲得していることから、技術提案

の評価に際しては、計画通知の取り直しが生じる提案は評価しないこととした。  

   提案項目については、相対評価とし、評価区分をＡ、Ｂ、Ｃとして、次 のとおり

得点化した。  

評 価 の 目 安  評 価 区 分  得 点 化 方 法  

工 夫 が み ら れ る 提 案 が 成 さ れ て い る  Ａ  ２ 点  

提 案 が な さ れ て い る  Ｂ   １ 点  

十 分 な 提 案 が な さ れ て い な い も の  Ｃ    ０ 点  

 

なお、各社とも 大変熱意ある提案を行っていただき、一般的にみて劣ると感じら

れるものや不十分な提案と思われるものはなかった。  

 

様式１０  施工管理（品質管理）の適切性  

評価基 準  評価の 視点  配  点  

良質 な材 料の 調 達、 現場 条件 に 応じ た施 工 方

法の 選定 など 品 質確 保の ため の 工夫 が複 数 見

られる 。  

① 免 震 装 置 の 取 り 付 け 精 度 の

確保・向上を 図る ための 施工 対

策 や 性 能 低 下 の 低 減 を 図 る た

め の 維 持 管 理 点 検 方 法 に つ い

て提案 を評価 する 。  

② 各 部 材 の 仕 上 が り の 向 上 を

図るこ とは、建物 の機能 の確 保

上、最も重 要で あるた め 、精 度

の確保・向上 を図 るため の施 工

対 策 や 性 能 低 下 の 低 減 を 図 る

た め の 維 持 管 理 点 検 方 法 に つ

いて提 案を評 価す る。  

１０点  

工夫が 見られ ない 。  

０点  

課題  

当該庁 舎は、多 種構 造・基礎 免震構 造を 採用 した庁 舎であ り、日 本初の ＺＥＢ 庁舎 であ る。

したが って 、建物 の特 性を踏 まえ た施工・品質管 理が重 要で あると 同時 に、防災・災 害復

旧 拠 点 と し て の 役 割 を 果 た し 、 町 民 が ふ れ あ う 庁 舎 と し て の 安 全 性 が 重 要 で あ る と 考 え

る。  

これら へ対応 する ために 次の 工夫が 見られ るか。  

【課題 】  ①  免震 構造 につい ての 工夫  

     ②  多種 構造 につい ての 工夫  

     ③  非構 造部 材につ いて の工夫  

④  仕 上りの 品質 確保に つい ての工 夫  

⑤  維 持管理 につ いての 工夫  

各社の提案内容は次の通り  
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◆各社の提案内容  

Ａ  ①  ｺﾝｸﾘｰﾄ表面処 理剤 散布に よる 基礎と 免震部 材下部 基礎と の一 体化  

 積層ゴ ム支承 の傾 きの施 工制 度管理 値の設 定  

②  ＲＣ造 ・Ｓ造 スラ ブの一 体打 設  

 異種構 造取合 い部 分スラ ブの クラッ ク低減  

③  天井下 地金物 に天 井脱落 防止 金物を 採用  

 電気・ 設備吹 き出 し口等 の落 下防止 対策  

④  ＢＩＭ を使用 し内 装仕上 げの 合意  

 ｽﾏｰﾄﾃﾞﾊﾞｲｽを 用い た工事 管理 システ ムを使 用して の工事 管理  

⑤  免震部 材のメ ンテ ナンス 性向 上  

 ｽﾏｰﾄﾃﾞﾊﾞｲｽを 使用 した電 気・ 設備機 器の管 理  

 

Ｂ  ①  免震装 置下部 基礎 ｺﾝｸﾘｰﾄの加 圧式工 法によ る免震 装置定 着部 の品質 向上 対策  

 
免 震 基 礎 上 部 基 礎 ｺﾝｸﾘｰﾄの 下 部 の ﾌﾟﾚｷｬｽﾄｺ ﾝｸﾘｰﾄ化 に よ る 免 震 装 置 定 着 部 の 品 質

向上対 策  

②  過密配 筋とな る１ Ｆ鉄骨 柱頭 部の密 実 ｺﾝｸﾘｰﾄ打設対 策  

 三次元 計測管 理に よるＲ Ｃ構 造体と 鉄骨の 建 入れ 精度向 上対 策  

③  ﾎﾟﾘﾌﾟﾛﾋﾟﾚﾝ繊 維に より強 化し た屋上 押え ｺﾝｸﾘｰﾄの耐 久性 向上対 策  

 ﾊﾟﾈﾙﾛｯｸ式支 柱によ る３ Ｆ議場 ＯＡ フロア ー のガタ ツキ抑 制対 策  

④  生 ｺﾝｸﾘｰﾄ全量 を単 位水量 管理 する打 放し仕 上げ面 ひび割 れ抑 制対策  

 窒素加 熱処理 （ ｴｽﾃｨｯｸ処 理材 ） によ る飾り 柱（集 成材） の仕 上がり 品質 確保対 策  

⑤  耐アル カリ性 ガラ ス繊維 ネッ トによ る外壁 及び庇 の繊維 管理 向上対 策  

 高所大 型窓の セル フクリ ーニ ング効 果によ る維持 管理向 上対 策  

 

Ｃ  ①  透明板 を用い た上 部免震 装置 基礎充 填性確 認試験 による 打設 検証と 作業 員教育  

 免震装 置基礎 部の 三次元 配筋 図チェ ックに よる ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ設置 精度の 確保  

②  
繰返 し測 量 ・ネ ジ式 ジャ ッ キ・ 三次 元 測量 ・ト ラス 梁 先組 みに よる 境 界梁 建入 れ

管理  

 計測基 準点の 多数 設置と 繰り 返し測 量によ る庇鼻 先精度 向上  

③  透明型 枠と特 殊打 設器具 を用 いた ｺﾝｸﾘｰﾄ外 壁の密 実化  

 木格子 天井試 験施 工によ る品 質確保  

④  仕上げ 準備室 先行 施工に よる 品質バ ラつき の防止  

 ＩＣＴ 携帯端 末を 使用し た確 実な品 質管理  

⑤  施設管 理ソフ ト（ ＦＭо Ｔ） による 施設の 運用維 持管理 の実 施  

 免震建 物点検 技術 者によ る竣 工時検 査の実 施と常 時 ﾓﾆﾀｰ用の 振動計 設置  

 

Ｄ  ①  免震下 部基礎 ｺﾝｸﾘｰﾄ充填 率の 向上  
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 免震上 部基礎 のサ イト PCa 化  

②  BIM を用 いた 施工精 度の 向上  

 鉄骨建 方 ｼｽﾃﾑ（ ｴｰｽｱｯﾌﾟ工法） を使 用して の 鉄骨建 方精度 の向 上  

③  あじさ いパネ ルの ガラス 落下 防止対 策  

 あじさ いパネ ルの ユニッ ト化 による 品質向 上  

④  モバイ ル端末 の活 用によ る検 査業務 の効率 化（グ リフシ ョッ トの活 用）  

 デジタ ルモッ クア ップに よる 納まり の検証  

⑤  維持管 理のた めの ２４時 間対 応する 窓口の 設置  

 庁舎管 理の煩 雑さ の削減 及び 利便性 の向上  

 

Ｅ  ①  BIM によ る免 震層変 位時 の躯体 、設 備およ び付属 構造物 の干 渉の検 証  

 ｽﾗﾝﾌﾟｺﾝｸﾘｰﾄの圧入 法打 設によ る免 震下部 基 礎 ｺﾝｸﾘｰﾄの品 質確 保  

②  ＲＣ躯 体への 大梁 取付ガ ゼッ トプレ ートの 後製作 による 精度 向上  

 ＲＣ造 梁に取 り付 くＳ造 床ス ラブの 打継部 の品質 確保  

③  議場天 井軽鉄 下地 を準構 造の 鉄骨下 地とす ること による 耐震 性の確 保  

 木重ね 格子（ あじ さい ﾊﾟﾈﾙ） の層間 変位追 従性能 実験に よる 安全性 の確 認  

④  専用養 生シー トを 用いた 保湿 養生に よる外 部に面 する ｺﾝｸﾘｰﾄ面のひ び割 れ防止  

 「木工 事品質 管理 委員会 」に よる木 工事の 品質向 上  

⑤  
建物 情報 を Ｗｅ ｂ上 で一 元 管理 する 「 施設 履歴 管理 シ ステ ム」 によ る 建物 維持 管

理  

 竣工後 の運用 改善 ＷＧへ の参 加（３ 年間） による 更なる 省エ ネ  

 

Ｆ  ①  圧入工 法で充 填率 を確保 し密 実な免 震基礎 躯体を 構築  

 テーパ ーガイ ドボ ルトを 採用 し免震 装置を 確実に 固定  

②  ３次元 手順図 を現 地に掲 示す ること で確実 な施工 を実現  

 詳細な 施工手 順に 基づく 事前 の変形 解析で 議場屋 根のた わみ や応力 を最 小化  

③  木格子 天井固 定部 へのＴ － ｽﾌﾟﾘﾝｸﾞの採用 で 天井材 の落下 を防 止  

 あじさ いパネ ル部 木製枠 を金 物で補 強しガ ラスの 落下・ 破損 を防止  

④  あじさ いパネ ル部 木製枠 を金 物で補 強しガ ラスの 落下・ 破損 を防止  

 外壁型 抜き模 様型 枠（在 来） の試験 施工を 行い課 題を解 決し 実施工 に反 映  

⑤  天井ふ く射パ ネル グリッ ドの 試験施 工で課 題を解 決し実 施工 に反映  

 維持管 理用Ｄ ＶＤ を作成 ・配 布しメ ンテナ ンス業 務をサ ポー ト  

 

◎委員会の評価  

 各社の提案全体について実績を踏まえた効果の有無、施工性の向上 、安全性の向上、

維持管理コストの縮減、創意工夫の観点から各課題の評価を行い、各委員の評価につい

て意見交換を行った。  

各社が提出した提案に敬意を払うため、 審査結果をより厳密に点数に反映することが
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必要であるとの総意 であったため 、観点ごとに各委員の評価点を合計し 委員数で除した

値を各項目の評価結果とし、その合計を提案の点数とし評価した。  

 

様式１１  施工管理（周辺環境・安全対策）の適切性  

評価基 準  評価の 視点  配  点  

安全管 理を高 める ための 工夫 が見ら れる。  騒音・振動・粉じ んなど の周 辺

環 境 へ の 影 響 の 低 減 及 び 第 三

者への 安全対 策、災害防 止対 策

に関す る提案 を評 価する 。  

５点  

工夫が 見られ ない 。  
０点  

課題  

当該工 事は近 接す る既存 庁舎 を使用 しなが らの施 工であ り 、建設 敷地 周辺は 住宅 街で 、近

くには 小学校 や高 校も立 地し ている 。した がって 施工現 場周 辺にお ける 安全等 の確保 が重

要ある 。この こと への対 応に 次の工 夫が見 られる か。  

【課題 】周辺 にお ける施 工配 慮の工 夫  

 

◆各社の提案内容  

Ａ  ①  交通災 害の防 止対 策  

②  粉塵対 策の実 施  

③  山留工 法の変 更  

 

Ｂ  ①  施工現 場周辺 にお ける安 全対 策  

②  工事期 間全般 にお ける安 全対 策  

③  工事期 間全般 にお ける騒 音抑 制対策  

 

Ｃ  ①  周辺地 域の環 境に 与える 工事 騒音・ 振動・ 粉じん 対策  

②  ＧＰＳ を利用 した 大型車 両運 行間隔 の維持 と運転 手への 繰返 し安全 運転 教育  

③  工事ゲ ート周 辺の 安全対 策  

 

Ｄ  ①  周辺住 民・学 校に 配慮し た工 事車両 の安全 運行管 理  

②  周辺環 境に配 慮し た騒音 ・振 動計の 設置  

③  周辺環 境に配 慮し た現場 施工 時にお ける粉 塵抑制 対策  

 

Ｅ  
①  

現場 近接 の 庁舎 の執 務環 境 と近 隣の 住 環境 への 配慮 お よび 来庁 者や 周 辺道 路を 通

行する 児童・ 生徒 をはじ めと した町 民の方 々への 安全に 配慮 した総 合仮 設計画  

②  
工事 車両 の 運行 管理 によ る 周辺 道路 の 渋滞 抑制 工事 車 両運 行者 への 安 全教 育の 周

知徹底 による 交通 災害防 止  

③  高性能 な濁水 処理 システ ムに よる周 辺水質 環境の 保全  
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Ｆ  ①  周辺環 境と工 事車 両運行 ルー トを考 慮した 安全対 策で第 三者 の安全 を確 保  

②  きめ細 かい騒 音対 策によ り近 隣住民 ・来庁 者・職 員への 影響 を抑制  

③  施工現 場内で の徹 底した 排水 管理で 周辺地 域の水 質環境 を保 全  

 

◎委員会の評価  

 各社の提案全体について実績を踏まえた効果の有無、 環境・安全性の向上、施工性の

向上、地域条件・事情の考慮、創意工夫の観点から各課題の評価を行い、各委員の評価

について意見交換を行った。  

評価のポイントとして、 全体的な内容の充実度とともに安全配慮に関する記載がチェ

ックされた。  

各社とも標準以上と考えられる提案が多数占めていることから、 審査結果をより厳密

に点数に反映することが必要であるとの総意であったため、観点ごとに各委員の評価点

を合計し委員数で除した値を各項目の評価結果とし、その合計を提案の点数とし評価し

た。  

 

様式１２  発注者が指定した課題への対応の的確性  

評価基 準・提 出資 料  評価の 視点  配  点  

発注 者が 指定 し た工 事目 的物 の 性能 、機 能 に

関する 事項へ の対 応に工 夫が 見られ る。  

・問題 点を とらえ 、解 決す るた

めの実 現性の ある 提案で あり 、

確実性 、快 適性 、性能 発揮 につ

いて評 価する 。ま た、将来 の維

持 管 理 、 効 果 に つ い て 評 価 す

る。  

５点  

工夫が 見られ ない 。  

０点  

課題  

当該工 事は省 エネ 技術を 多数 採用し ており ＺＥＢ  Ｒｅ ａｄ ｙを目 指し ている 。設計 時に

定めら れた建 物を ＺＥＢ 化す るため の要求 性能を 確実に 実施 する必 要が あり、ＺＥＢ の効

果を検 証する ため には総 合的 な品質 確保が 重要で ある。このこ とへ の対応 に次 の工夫 が見

られる か。  

【課題 】ＺＥ Ｂを 実現す るた めの品 質確保 、品質 向上に 資す る工夫  

 

◆各社の提案内容  

Ａ  
①  

ｴｱﾊﾝﾄﾞﾘﾝｸﾞﾕﾆｯﾄの 外 気 取 入 口 と ｸｰﾙﾄﾚﾝﾁ取入 口 の ｴﾝﾀﾙﾋﾟ比 較 に よ る ﾓｰﾀｰﾀﾞﾝﾊﾟｰ切

替制御 を手動 に変 更  

②  地中熱 利用設 備冷 温水の 不凍 液を水 に変更 し濃度 管理不 要と する。  

③  ｴｱﾊﾝﾄﾞﾘﾝｸﾞﾕﾆｯﾄの 還気 ﾌｧﾝを排 気 ﾌｧﾝに変更 し電源 容量を 縮小 する。  

 

Ｂ  ①  ハイサ イドラ イト のユニ ット 化によ る品質 確保  

②  地中熱 利用設 備の 熱交換 効率 確保対 策  
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③  ﾉﾝｾﾊﾟ工 法に て ｸｰﾙﾄﾚﾝﾁ擁 壁の 止水性 を高め たＡＨ Ｕ（空 調機 ）消費 電力 抑制  

 

Ｃ  ①  自然採 光と照 明設 備抑制 の最 適化  

②  地中熱 利用技 術の 確実な 品質 確保の ための 施工管 理手法  

③  ﾋﾞﾙｴﾈﾙｷﾞｰ管 理シス テム （ＢＥ ＭＳ ）を活 用 した省 エネ活 動支 援  

 

Ｄ  ①  地中熱 採熱方 式の 提案  

②  執務空 間にお ける 空調吹 出方 式の提 案  

③  ＺＥＢ に係る 事前 説明会 の実 施  

 

Ｅ  ①  第三者 による コミ ッショ ニン グの実 施  

②  地中熱 利用空 調シ ステム にお ける季 節ごと の熱応 答試験 （Ｔ ＲＴ） の実 施  

③  省エネ 性を重 視し た高効 率機 器の選 定  

 

Ｆ  ①  温熱 ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝの検 証によ り、 消費電 力を増 やさず に快適 性を 平準化  

②  光環境 ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝと ﾓｯｸｱｯﾌﾟによ る検 証によ り 照明エ ネルギ ーを 削減  

③  専門部 署のサ ポー トによ り省 エネ性 能を継 続的に 実現  

 

◎委員会の評価  

 各社の提案全体について実績を踏まえた効果の有無、実 現性・確実性、省エネ・快適

性の向上、メンテナンス性、創意工夫の観点から各課題の評価を行い、各委員の評価に

ついて意見交換を行った。  

評価のポイントとして、全体的な内容の 実績とともに快適性 、メンテナンス性 及び効

果に関する記載がチェックされた。  

各社ともよく検討された 提案であることから、審査結果をより厳密に点数に反映する

ことが必要であるとの総意であったため、観点ごとに各委員の評価点を合計し委員数で

除した値を各項目の評価結果とし、その合計を提案の点数とし評価した。  
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８．開成町新庁舎建設施工者候補者選考委員会講評  

 

  開成町新庁舎建設に際しては、日本初のＺＥＢ庁舎の施工者選定を価格のみによる

判断ではなく、総合的な評価による 方式を開成町として 初めて採用するところとなっ

た。これは、町民 、議会、行 政と設計者 が 練り上げてきた 設計をしっか り と理解 し、

より高度な技術を もって施工 してくれる 事業者を選ぶため に最も適した 方式であ る。

選考委員会においてはこの点をしっかりと認識し、緊張感を持って 審査に臨んだ。  

 

  応募された６者は、いずれも上記の方法の意味す るところを十分に理解し、優れた

提案をしてくれた。選考書類の作成は、限られた時間の中で膨大な作業が必要であっ

たと推察されるところであり、払われた努力の数々にまずもって感謝の意を表したい。 

 

  評価項目（様式１～１２）に関する評価概要とその結果（評価点）は ７．項目別評

価結果に示したとおりである。  

  ここでは全体的な概評をしておきたい。  

・基礎項目（企業の技術力、企業姿勢  様式１～９） については、基本的に各社 とも優

れた内容が記述されていた。  

「社会貢献 に関する調書（様式４）」や「女性活躍に関する調書（様式５）」につい

ては各社とも建設業界の取り巻く環境 と時代の 変化をとらえ、しっかりと取り組まれ、

各社満点であった。  

「工程に係る技術的所見（様式１ ）」に関 しては、ＺＥＢの特性や補助金活用に よ

る特徴の理解度から優劣が見られたため、評価に差が 生じた。  

  「工事状況の町民への公開方法について（様式８）」に関しては、提案内容について

は、ここまでの庁舎建設への町の公開状況を踏まえると、物足りないところがあり、

表面的なものは 減点の対象となった。 施工段階に更なる工夫が必要で あるとの評価で

あった。  

  他は提出された書類から、ほぼ自動的に評価が決まる項目であった。  

・提案項目（技術提案  様式１０～１２）につい ては、全４０点中半分の２０点が割り

当てられ、重要項目が列記されている 。なお、これらの項目は各委員が専門的な視点

から個別に評価していることから、各委員の評価を尊重し、まずは各委員の評価を点

数化して項目ごとに集計し、委員数で除した値を各 提案項目の評価結果とした。  

つ ぎ に 各提 案 の 評 価 結 果 を合 計 し 各 様 式 の 評 価 とし た う え で 比 較 評価 し 相 対 的な

比較をすることがまず確認された 。  

  まず「施工管理（品質管理）の提案（様式１０、１０－１）」に関し、５つの課題に

対するもの あるが、提案内容が適切に表現され、効果の有無や施工性の向上などが評

価のポイントとなり、ＺＥＢに対する理解度、 実績を踏まえた効果や創意工夫で大き

な差となった。  

  「施工管理（安全管理）の提案（様式１１、１１－１）」に関し 、３つの提案をもと
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めたが、効果の有無や地域条件の考慮などが評価のポイントとなり、差が生じた 。  

  「発注者が指定した課題への提案（様式１２、１２－１）」に関し、３つの提案を求

めたが、実績を踏まえた効果、メンテナンス性、創意工夫が評価のポイントとなり、

評価の差となった。  

 

  このようにして順次各項目の採点を行ったあと、評価の仕方が妥当であったかも含

めて全項目の評価結果について再度点検をしたが、問題なしと確認されたのでこれを

もって最終の決定とした。  

  最終的に合計点を集計したところ、全社とも優れた評価を得た とは言え 、上位３者

とその他３者とに分かれるところとなった。結果的には、技術提案の２０点 満点にお

いて最高１４．７点から 最低６．９点と７．８点の差がついており、これが全体合計

点の差としてあらわれたとみてよいだろう。  

  その後、これに応募書類の合格点によって与えられる「標準点１００点」を加えて

「評価点」を算出した。  

 

  次に町財務課においてかながわ電子入札共同システムによる 開札を行い、各社の入

札価格が判明した。しかし、低入札価格調査における基準価格を下回る入札が３者あ

ったことから、 ３者の入札の有効性について、町の低入札価格調査委員会に判断を委

ねることとなり、審査の結果 、すべての入札を有効とする報告を受けた。  

最後に評価点を入札価格で除して、６ 者の順位が示された。  

  この結果を委員会が確認して、全ての審査は終了したが、委員会としてもこの時点

で初めて応募各者の社名や入札価格を知り得たわけで、今回の総合評価方式による施

工者選定は厳正かつ適切に行われたと判断される。  

 

  今回の方式は、応募各者に対しかなり 負担の大きい作業になったものと思われるが、

開成町にとっては、適切な技術力を有し、日本初の ＺＥＢの庁舎に取組むことに意欲

的な企業が選定されたと考えている。  

  特に工事期間における町民への公開や周辺環境の配慮は、これまで開成町が取り組

んできた庁舎建設に関する情報の透明性に寄与し、また、今後ＺＥＢを広めてい く上

で発注者にとって大いに期待するところで あると考える。  

   

なお、昨今の大型公共工事における金額による入札不調があるなか、全社が予定価

格を大きく下回ったことに 委員からも驚 きの声があったが、他方 、「日本初のＺＥ Ｂ

庁舎の認証を得たことが大きく貢献している」との委員発言もあり、今回の状況を認

識したところであった。  

 

総合評価落札方式による 選定は、開成町にとって初の試みであったが、特に工事期

間 中 の現 場 公 開 や 周辺 環 境 へ の 配慮 は 町 民 に とっ て 工 事 の 品質 や Ｚ Ｅ Ｂ 実現 に 向 け
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た 品 質の 確 保 や 品 質向 上 つ な が る 発 注 者 に と って 大 い に 意 味の あ る 選 定 方式 で あ っ

た。  

言い換えれば、提案された内容を今 後の工事実施の中で最大限に実現することが肝

要であり、開成町には提案を採用する 仕組みを検討し、実効性のあるものとしていた

だきたいと考える。また、竣工後の運用に関してもしっかりとした体制で臨むことが

必要であると申し添えたい。  

 

  なお、今回の総合評価方式を経験した委員から次のような発言があったので記して

おく。  

  ・提出させる 課題は、 より明確にわかりやすく提案しやすい内容とすべきではない

か。今回のプロセスを検証することによって、 今後のＺＥＢ庁舎発注時の参考と

なるだろう。  

  ・配置予定技術者や同種工事の施工実績については、昨今の建設業界の状況を踏ま

え、より担い手の育成を加味した基準が考えられるのではないか。  

  ・竣工後に見学者が多く訪れると考えられるが、全国初のＺＥＢ庁舎としてその経

験がうまく伝えられる工夫することが望まれる。  

 

  終わりに、今回の選考を支えてくださった関係者に深く感謝する次第である。  

 

開成町新庁舎建設施工者候補者選考委員会  

 

委員長  田辺  新一  
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